
平成 26年度特定個人情報保護委員会政策評価実施計画 

 
平成 26 年３月 28 日 

特定個人情報保護委員会 

 

 行政機関が行う政策の評価に関する法律（平成 13年法律第 86号。以下「法」という。）

第７条の規定に基づき、平成 26 年度特定個人情報保護委員会政策評価実施計画を以下

のとおり定める。 
 
第１ 計画期間 

  この計画の対象期間は、平成 26年度の１年間とする。 

 
第２ 事後評価の対象とする政策 

  事後評価の対象とする政策は、以下のとおりとする。 
 （１）特定個人情報保護委員会政策評価基本計画（平成 26年３月 18日決定）の対象

とした政策のうち、本実施計画の対象とする政策（法第７条第２項第１号に区分

されるもの） 
   ○特定個人情報保護委員会政策体系（別紙）に基づき対象とする政策  

次に掲げる施策を評価の対象とし、実績評価方式によって評価することとする。 
・特定個人情報保護評価の推進 
  目標：・特定個人情報保護評価に関する規則及び特定個人情報保護評価指

針を策定 
     ・特定個人情報保護評価指針の解説を作成 

・評価実施機関に対して説明会を開催するなどにより、特定個人情

報保護評価の実施を推進 
・評価実施機関から提出された特定個人情報保護評価書について、

審査・承認、確認を適切に実施 
・特定個人情報の保護に関する広報・啓発・国際協力 
  目標：・特定個人情報の保護に関するパンフレット等を作成・配布 

・個人情報の保護に関する国際会議に出席し、各国の個人情報保護

当局との情報交換を実施 
・国民の理解を深めるための啓発活動を実施 

・特定個人情報の取扱いに関する監視・監督 
  目標：特定個人情報の適切な取扱いに係るガイドラインの策定その他監

視・監督に関する態勢の整備 
 

 
 （２）政策決定後５年経過時点でなお未着手の政策又は政策決定後 10 年経過時点で

なお未了の政策で、本実施計画の対象とする政策（法第７条第２項第２号に区分

されるもの） 
    該当なし 
 
 （３）その他の政策で、本実施計画の対象とする政策（法第７条第２項第３号に区分

されるもの） 
    該当なし 
 



別 紙 

特定個人情報保護委員会の政策体系 

 

政策 主要な政策（政策評価実施単位） 
（参考） 
具体的な施策例 
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特定個人情報保護評価

の推進 

特定個人情報の保護に

関する広報・啓発・国

際協力 

特定個人情報の取扱い

に関する監視・監督 

・特定個人情報保護評価に

関する規則、特定個人情報

保護評価指針の策定 
・特定個人情報保護評価の

審査・承認、確認 
・各種説明会の実施 

・広報（リーフレット等） 
・国際関係（会議出席等） 
・国民への啓発活動 

・監視・監督の実施 
・苦情申し出のあっせん 


